
決算書掲載頁　P387

内
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公共下水道施設（汚水）の適正な機能を確保し、もって生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を図る。

管路施設の包括的民間委託の導入により、事後対応型から予防保全型の維持管理体制に転換し、より適正な維持管理
をめざす。
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会　計

公共下水道施設（汚水）の機能確保を図ることを目的とする。
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公共下水道（汚水）使用者

包括的民間委託の導入等により、予防保全型の管理体系により突発的な経費の支出を抑え、計画的管理を充実させて
いく。
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事業：下水道維持管理事業（汚水）                  

１．下水道維持管理事業（汚水） 

公共下水道の汚水管渠・ポンプ施設の管理を行い、機能の維持に努めた。 

２．下水道維持管理事業（滝畑） 

滝畑浄化センターの適正な運転管理と処理機能の維持に努めた。 

３．下水道維持管理事業(排水規制) 

事業場の立入検査を行い、除害施設等が適切に管理されるよう助言等を行った。 

細事業：下水道維持管理事業（汚水）                                

１．下水道維持管理事業（汚水） 

公共下水道の汚水管渠・ポンプ施設の管理を行い、機能の維持に努めた。 

 (1) 委託料 

委  託  名 金額（円） 委  託  概  要 

下水道施設清掃等業務（汚水） 17,150,104 汚水管渠等 

下水道敷植物管理業務（汚水） 2,419,815 汚水管路敷等 

公共下水道中継ポンプ維持管理業

務 
13,923,000 中継ポンプ場 118箇所 

公共下水道中継ポンプ電気設備保

安管理業務 
291,690 中継ポンプ場 118箇所 

公共桝・取付管・排水設備維持管

理業務 
1,426,740  

加賀田幹線流量計等維持管理業務 1,053,990  

遠隔装置及び南花台貯留槽維持管

理業務 
851,550  

下水道台帳作成業務（汚水） 1,310,400  

合  計  38,427,289  

(2) 工事請負費 

工  事  名 金額（円） 工  事  概  要 

汚水取付管等応急復旧工事 6,831,300 北青葉台、大矢船中町等、計 12個所 

マンホール蓋取替工事（汚水） 11,984,175 
汚水マンホール：82箇所取替、28箇

所高さ調整 

合  計  18,815,475  

(3) 負担金、補助及び交付金 

  市内の各家庭や工場から排出される汚水を処理するため、大阪府が管理する流域下水道施設 

（狭山水みらいセンター、中継ポンプ場及び管渠等）の維持管理費を負担した。 

   大和川下流南部流域下水道維持管理負担金        ３１０，８４６，２１７円 


